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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第36期

第３四半期
連結累計期間

第37期
第３四半期
連結累計期間

第36期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 5,255,493 5,856,042 7,054,087

経常利益 (千円) 74,540 214,160 123,978

四半期(当期)純利益 (千円) 69,230 187,914 114,192

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 78,752 201,873 121,614

純資産額 (千円) 1,698,097 2,242,671 1,740,960

総資産額 (千円) 4,936,692 5,818,520 4,484,211

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 4.55 12.08 7.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.4 38.5 38.8
 

 

回次
第36期

第３四半期
連結会計期間

第37期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.36 6.72
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（以下、「当第３四半期」という。）における我が国経済は、米国経済は堅調に推移

しているものの、欧州経済の停滞や新興国経済の減速懸念、中東やウクライナ情勢など地政学的リスクの高まり、

国内では消費税増税前の駆け込み需要の反動が見受けられるなど不透明感が増しております。

このような状況下、当社グループは、平成30年３月期の利益計画「ＡＳＥＡＮプロジェクト」の２年目を迎え、

「生産能力の増強」「サプライチェーンの構築」「更なる付加価値製品の提供」をテーマに、計画の達成に向けて

取り組んでおります。カンボジア新工場（NISSEY CAMBODIA CO.,LTD.）は７月から随時稼働を開始しており、

NISSEY VIETNAM CO.,LTD.からの生産の移管も順調に進んでおりますが、本格的な収益への貢献は来期以降になる

見込みです。製造子会社であるNISSEY VIETNAM CO.,LTD.は、生産能力の増強を図るための設備投資を進めており

ます。また、これらの取り組みと並行して、受注促進にも注力してまいりました。

この結果、当第３四半期の連結売上高は5,856,042千円（前年同四半期は5,255,493千円）となりました。

損益につきましては、売上総利益は、NISSEY VIETNAM CO.,LTD.は円安ドン高による人件費が引き続き増加傾向

にあるものの、受注の大幅な増加により工場稼働率が向上し、これに伴う売上高の増加などにより1,361,859千円

（前年同四半期は1,259,259千円）となりました。営業利益はカンボジア新工場（NISSEY CAMBODIA CO.,LTD.）の

人件費及び経費の計上、円安による㈱村井のロイヤルティの増加などにより74,018千円（前年同四半期は営業利益

64,961千円）にとどまりました。経常利益は在外子会社の円建て債務の為替評価益の計上などにより214,160千円

（前年同四半期は経常利益74,540千円）となりました。四半期純利益は187,914千円（前年同四半期は四半期純利

益69,230千円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 時計関連

時計関連の売上高は4,034,999千円となり、前年同四半期比643,920千円増加しました。このうち、時計バンド

は、高付加価値製品の受注増加により、NISSEY VIETNAM CO.,LTDの生産が大幅な増加となりました。また、時計部

品は、NISSEY VIETNAM CO.,LTDからカンボジア新工場（NISSEY CAMBODIA CO.,LTD）への生産の移管が加速される

ことにより、新たなサプライチェーンを構築するとともに、時計部品全体の生産を大幅に引き上げました。これら

の結果、売上の大幅な増加に繋がりました。

しかしながら、セグメント利益は前述の人件費の増加もあり155,770千円（前年同四半期はセグメント利益

154,916千円）にとどまりました。

② メガネフレーム

メガネフレームの売上高は1,536,620千円となり、前年同四半期比93,670千円減少しました。このうち、㈱村井

は、消費税増税による買い控えの影響はあるものの、海外向け売上の増加、新ブランドの投入などにより、72,356

千円の増加となりました。一方、当社のメガネフレーム部門は、大型チェーン店からの受注減少などにより

166,026千円の大幅な減少となりました。

これにより、セグメント損失は108,757千円（前年同四半期はセグメント損失100,300千円）となりました。

③ その他　

その他の売上高は284,423千円となり、前年同四半期比50,299千円増加しました。釣具用部品及び静電気除去器

が大幅な増加となりました。

これにより、セグメント利益は29,112千円（前年同四半期はセグメント損失2,694千円）となり、前年同四半期

の赤字から黒字に転換しました。

　

EDINET提出書類

日本精密株式会社(E02325)

四半期報告書

 3/16



 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費については、特記すべきものはありません。

　

(4) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは業容の拡大に伴い、主に時計関連において884名増加して

おります。

　

(5) 主要な設備

設備の新設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

合計

NISSEY
CAMBODIA
CO.,LTD.

カンボジア工場
(カンボジア)

時計関連 製造設備 304,894 126,081 25,504 456,480

 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,661,999 17,661,999
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 17,661,999 17,661,999 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年11月21日 2,238,000 17,661,999 149,946 1,715,821 149,946 1,697,759
 

(注) 有償第三者割当増資　発行価格134円　資本組入額67円

割当先　株式会社ジエンコ　キュキャピタルパートナーズ株式会社

　　　　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   205,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,214,000 15,214 同上

単元未満株式 普通株式　   4,999 ― 同上

発行済株式総数 15,423,999 ― ―

総株主の議決権 ― 15,214 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれておりま

す。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式549株が含まれております。

３．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本精密株式会社

埼玉県川口市本町
４―１―８

205,000 ― 205,000 1.33

計 ― 205,000 ― 205,000 1.33
 

(注) 当第３四半期会計期間において、単元未満株式の買取請求により自己株式343株を取得しております。その結

果、当第３四半期会計期間末日における自己株式数は205,892株となっております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 781,292 1,159,971

  受取手形及び売掛金 861,388 1,099,110

  商品及び製品 318,549 418,517

  仕掛品 351,195 454,175

  原材料及び貯蔵品 227,235 352,671

  その他 84,124 124,131

  貸倒引当金 △5,458 △7,287

  流動資産合計 2,618,327 3,601,290

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 475,322 767,732

   機械装置及び運搬具（純額） 250,922 472,626

   工具、器具及び備品（純額） 42,348 58,889

   土地 123,614 123,614

   建設仮勘定 342,350 91,809

   有形固定資産合計 1,234,558 1,514,671

  無形固定資産   

   借地権 408,094 444,421

   その他 63,974 52,790

   無形固定資産合計 472,068 497,211

  投資その他の資産   

   投資有価証券 41,432 61,858

   敷金及び保証金 27,299 27,915

   その他 78,990 68,488

   貸倒引当金 △13,454 △13,456

   投資その他の資産合計 134,267 144,807

  固定資産合計 1,840,894 2,156,690

 繰延資産   

  開業費 24,989 60,540

  繰延資産合計 24,989 60,540

 資産合計 4,484,211 5,818,520
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 568,333 ※2  983,170

  短期借入金 461,002 606,006

  1年内返済予定の長期借入金 239,268 392,475

  未払法人税等 8,130 18,425

  賞与引当金 33,136 11,252

  その他 125,766 265,955

  流動負債合計 1,435,637 2,277,285

 固定負債   

  長期借入金 1,203,537 1,181,385

  繰延税金負債 4,320 10,854

  退職給付に係る負債 97,741 106,324

  その他 2,013 ―

  固定負債合計 1,307,613 1,298,563

 負債合計 2,743,251 3,575,849

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,565,875 1,715,821

  資本剰余金 1,548,980 1,698,926

  利益剰余金 △1,336,986 △1,149,072

  自己株式 △40,493 △40,548

  株主資本合計 1,737,375 2,225,127

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,321 15,755

  為替換算調整勘定 △737 1,788

  その他の包括利益累計額合計 3,584 17,543

 純資産合計 1,740,960 2,242,671

負債純資産合計 4,484,211 5,818,520
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 5,255,493 5,856,042

売上原価 3,996,233 4,494,183

売上総利益 1,259,259 1,361,859

販売費及び一般管理費 1,194,297 1,287,840

営業利益 64,961 74,018

営業外収益   

 受取利息 162 116

 受取配当金 828 847

 受取家賃 4,256 4,330

 為替差益 32,274 172,149

 その他 5,689 6,176

 営業外収益合計 43,211 183,619

営業外費用   

 支払利息 26,761 32,450

 その他 6,872 11,026

 営業外費用合計 33,633 43,476

経常利益 74,540 214,160

特別利益   

 投資有価証券売却益 173 ―

 特別利益合計 173 ―

特別損失   

 固定資産除却損 55 41

 特別損失合計 55 41

税金等調整前四半期純利益 74,658 214,119

法人税等 5,428 26,204

少数株主損益調整前四半期純利益 69,230 187,914

四半期純利益 69,230 187,914

少数株主損益調整前四半期純利益 69,230 187,914

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 8,720 11,433

 為替換算調整勘定 800 2,525

 その他の包括利益合計 9,521 13,959

四半期包括利益 78,752 201,873

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 78,752 201,873

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

１. 受取手形割引高

 

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形割引高 22,989千円 31,786千円
 

　

※２. 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

 

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

割引手形 ― 13,073千円

支払手形 ― 68,055千円
 

　

３. 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

当座貸越極度額の総額 340,000千円 340,000千円

借入実行残高 340,000 〃 320,000 〃

差引額 ― 20,000千円
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４. 財務制限条項

当社は、設備資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と実行可能期間付タームローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。なお、借入可能期間は平成26年３月28日で終了

しております。タームローン契約に基づく長期借入金(１年以内返済予定の長期借入金を含む。)の当第３四半期連

結会計期間末の残高は144,503千円(前連結会計年度末は170,000千円)であります。

 

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

実行可能期間付
タームローンの総額

170,000千円 170,000千円

借入実行残高 170,000 〃 170,000 〃

差引額 ― ―
 

　上記の実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

(1) 借入人は、平成25年３月決算期(当該決算期を含む。)以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借

対照表において、純資産の部の合計額を、平成24年３月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額

又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2) 借入人は、平成25年３月決算期(当該決算期を含む。)以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損益

計算書において、営業損益の金額を０円以上に維持すること。

　

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

　借入金のうち、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)60,016千円は、下記の財務制限条項が付され

ております。

(1) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部

の合計額を、平成23年３月期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における

純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書において、営業損益の

金額を０円以上に維持すること。
　

当第３四半期連結会計期間（平成26年12月31日）

　借入金のうち、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)46,688千円は、下記の財務制限条項が付され

ております。

(1) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部

の合計額を、平成23年３月期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における

純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書において、営業損益の

金額を０円以上に維持すること。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 95,267千円 124,240千円
 

 
（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年12月31日）

該当事項はありません。
　
当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

株主資本の著しい変動

当社は、平成26年11月21日付で、株式会社ジエンコ及びキュキャピタルパートナーズ株式会社から第三者割当増

資の払込みを受けました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が149,946千円、資本準備金が

149,946千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,715,821千円、資本剰余金が1,698,926千円と

なっております。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日　至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 時計関連 メガネフレーム その他 合計

 売上高     
　 外部顧客への売上高 3,391,078 1,630,290 234,123 5,255,493

　 セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

─ ─ ─ ─

計 3,391,078 1,630,290 234,123 5,255,493

 セグメント利益又は損失(△) 154,916 △100,300 △2,694 51,922
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 51,922

　減損固定資産の減価償却費の調整 8,821

　その他の調整額 4,217

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 64,961
 

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 時計関連 メガネフレーム その他 合計

 売上高     
　 外部顧客への売上高 4,034,999 1,536,620 284,423 5,856,042

　 セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

― ― ― ―

計 4,034,999 1,536,620 284,423 5,856,042

 セグメント利益又は損失(△) 155,770 △108,757 29,112 76,126
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 76,126

　減損固定資産の減価償却費の調整 5,770

　その他の調整額 △7,878

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 74,018
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 4円55銭 12円 8銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 69,230 187,914

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 69,230 187,914

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,219 15,552
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

日本精密株式会社

　　　取締役会  御中

 

フロンティア監査法人
 

　
指定社員
業務執行社員

 公認会計士   本 郷 大 輔   印
 

　
指定社員
業務執行社員

 公認会計士   塚 田 和 哉   印
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精密株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精密株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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